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１ はじめに──問題意識

今日、ブロードバンド・インターネットをはじめ

とした情報通信技術（ICT、Information & Communi-

cation Technology）の進展を背景にして、企業だけで

なく、消費者もまた、消費者どうし、あるいは対企

業という関係で、多くの情報を収集するとともに発

信を行っている。特に、希少性が高い消費者の情報

が、Web上のコミュニティを通じて発信されている

ことに着目し、企業から消費者までのサプライ・

チェーンを構築することが、競争優位の源泉となり

うる（拙稿、小林（2002））。

本稿では、こうしたWeb-Communityをもとに、消

費者と企業間における情報財の流通・加工を行おう

とするビジネス・モデルの理念型として、プラット

フォームの連携モデル、Platform Alliance Model（以

下、PAモデルと称す）を提案する。PAモデルは、

消費者どうしによるWeb-Communityを実現するプ

ラットフォームと、供給者の情報を集約・加工する

プラットフォームからなるモデルである。そして、

PAモデルに基づいた企業の競争優位性について論

じ、実際の事例に関する説明を試みることで、企業

のネット戦略に対するインプリケーションを示そう

としている。

また、現在の長く続く日本経済の低迷に対し、新

たなビジネスの創造を行おうとするベンチャー企業

の育成は、喫緊の課題である。ベンチャー企業がビ

ジネスに成功するためには、多くの課題があるが、

その１つに、利用可能な経営資源が乏しいという課

題があり、ベンチャー企業は優れた企業ビジョンや

ビジネス・プランによって、経営資源を獲得してい

く必要がある。一方、こうしたベンチャー企業の活

動は、既存の経営資源を、もはや社会的な価値の減

少してしまっているビジネス・モデルから、新たな

価値を創造しようとするビジネス・モデルへと再編

し、産業・経済を活性化するとともに、消費者の生

活の質を向上しうる。本稿が提案する PAモデルは、

特にこうしたベンチャー企業の成長・発展にも資す

るものであると考える1）。

２ 情報財の流通・加工に関する先行研究の

考察

2.1 情報財の収益モデル

国領（1999）は、インターネットの普及に伴う、

情報財の流通・加工に関する変化を説明する理論的

背景として、下記の３つを挙げている。

①機械系システムの能力向上と人間の認知限界

②情報の非対称性の逆転と、顧客の発信する情報

をビジネス化するモデル

③情報の非物財的な特性の表面化

第１の論点は、情報通信技術の進展に伴い、情報

の流通量が増大し、人間の認知能力の限界を超える

中で、必要な情報をモジュール化し、インターフェ

イスを標準化することによって、モジュール化され

た情報の中身を理解せずに利用できることを指摘し

ている。

このことから、情報財の消費者にとって、多様な

情報を一元化されたインターフェイスに基づいて知

りうるような窓口としてのポータルの重要性を指摘
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できる。本稿では、この点に関し、消費者にとって

必要な情報のプラットフォームとして表現している。

第２の論点は、消費者が容易に情報を入手できる

ようになるに伴い、企業の保有する情報よりも、消

費者の保有する個人情報の方が希少となり、ビジネ

スモデルは、従来の販売代理型から、消費者を起点

とした購買代理型に移行することを指摘している。

この論点は、経営戦略やマーケティングなど、さ

まざまな領域において大いに示唆的である。従来の

マーケティングが、たとえ One to Oneといっても、

企業から個人へという情報提供の方向性を前提にし

ていたのに対し、この論点で注目されるのは、情報

の発信、コントロールに関して、商品やサービスを

提供する企業と異なる、中間に存在する別の主体の

意義を明らかにしたことにある。これは、企業の持

つ情報自体の価値が低下するという議論ではなく、

情報提供の意義、あるいは方法論の変化に注目すべ

きである。また、購買代理型が１つの理念モデルで

あるとして、これが成立する環境条件は取り扱う財

やサービスによっても異なるであろう。本稿では、

サイバー上に出現している多様な情報財の流通・加

工の主体の意義について、考察を行いたい。

第３の論点は、インターネット上での情報財の無

償提供の背景として、情報財の流通・加工が、ハー

ドウエアの能力の制約から解き放たれることによる、

情報財としての本来の特性である限界費用の少なさ

と課金コストの相対的高さを指摘している。また、

Linuxモデルのように、ソースコードというソフト

ウエアの加工に必要な情報を隠蔽するよりも、公開

することで多様な情報が無償で提供され、それによっ

て無償で情報を提供した全員に見返りのあるモデル

の拡大を示唆している。

すなわち、ここでは、情報を囲い込むことによっ

て利益を得るモデルよりも、情報を公開することを

通じて、さらに情報財の価値を高めたり、情報財以

外の収益を期待するモデルが、より有利になる可能

性を指摘することができる。

2.2 情報財の競争優位の源泉

Shapiro（1998）は、インフォメーション・テクノ

ロジーの進展がもたらす企業や国家の政策への影響

を説明するため、以下のような理論を提示している。

１）インフォメーションの影響

まず、インフォメーション・テクノロジーの内、

インフォメーションの部分について、以下のような

論点を挙げている。

①インフォメーション製作のコストと価格

②「経験製品」としてのインフォメーション

③関心度、インフォメーションのカスタマイズ

Shapiroは、前述の国領の議論にもあるような、デ

ジタル化された情報財の限界費用についてふれつつ、

情報財の価格付けは、コストとは連動せず、消費者

の感じる価値によって決まること、また、その価値

は消費者によって全く異なることを指摘している。

さらに、そうした情報財に対する価値は、入手する

前の段階では知りえないため、情報財について課金

するには、情報財の提供者の信頼性、ブランドが重

要であると指摘している。

したがって、インターネットを通じて提供する情

報財が、消費者に受け入れられるためには、リアル

の商取引に比して、ブランドのマネジメントの重要

性が高くなるといえる。

また、情報量が人間の処理能力を上回る状況下に

おいては、個々の情報に対する関心度が低下するの

で、感じる価値を高めるためには、消費者ごとの好

みに応じた情報のカスタマイズが有用であると説い

ている。

このことから、消費者が求める情報がどのように

すれば見つけ出せるのか、という情報が、消費者に

とって価値の高い情報といえる。本稿では、情報を

取捨選択する効率性を高めることが、情報財のプラッ

トフォームの存在価値であると指摘する。

２）テクノロジーの影響

次に、インフォメーション・テクノロジーの内の

テクノロジーについて、以下のような論点を挙げて

いる。

①テクノロジーの、インフォメーションの流通・

加工に対する影響

②補完財、ロックイン、スイッチング・コスト、

ネットワーク外部性、デファクト・スタンダー
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ドの影響

Shapiroは、テクノロジーの進展によって、情報財

を流通および加工し、消費者にとっての価値を高め

ることが容易になったことを指摘するとともに、そ

のテクノロジーが、消費者の情報財に対する選択に

大きな影響を及ぼしている点を指摘している。

Shapiroの議論は、インターネットというオープン

なネットワーク上に、なんらかのクローズな状況を

作ることの、戦略上の重要性を指摘しているといえ

る。ここで、Shapiroは主にハードウエアや OSと

いったテクノロジーに着目しているが、消費者がひ

きつけられ、集まってくることで、更にそのことで

消費者がひきつけられるといった、ネットワークの

外部性が強くはたらく要因は、例えば、インターネッ

ト上のコミュニティなどといった情報を提供する仕

組みでも実現可能である。

2.3 情報財における企業と消費者との協業

Hagel, et al.（1997）は、インターネット上での、

企業から消費者へのパワー・シフトと、個々の消費

者の嗜好などといった、消費者に関する情報の重要

性に着目し、インターネット上のサイトにコミュニ

ティを形成することの重要性を指摘するとともに、

少しでも早く取り組むことによるファースト・ムー

バー・アドバンテージを指摘している。一方で、

Hagel, et al.（1999）は、希少性を増す消費者の情報

を企業側が把握することは、企業が主催するコミュ

ニティが成功する上で必須の要件であるにもかかわ

らず、非常に困難でもある点を指摘した上で、消費

者を起点としたビジネスモデルとしてのインフォミ

ディアリという解決策を提案している。Hagelらの

主張するインフォミディアリは、国領（1999）の購

買代理型のビジネスモデルと類似ではあるが、より

その定義は厳格で、個別の消費者と契約を交わすこ

とにより、細かな個人情報を把握することによって、

その個々人に代わってさまざまな購買探索行動を行

おうというモデルである。

Hagelらの指摘するような企業のコミュニティ・

サイトは、例えば、企業における新製品の開発やマー

ケティング活動において、いくつかの成功事例を見

ることができる。例えば、消費者と企業とのやり取

りを通じて、既存の製品のデザインなどに改良が加

えられるといったことは、盛んに試みられるように

なってきている。一方で、Hagel等が想定している

ような、一つの企業が、消費者の嗜好を詳しく把握

し、個々の消費者に合った商品や情報を収集あるい

は創造するといったことまでは、現実の事例として

は、一部を除いて、まだほとんど見られない。むし

ろ、消費者の立場に立ったコミュニティ・サイトと、

企業側のサイトとが、アフィリエイト・プログラム

などの形でアライアンスを結んで、双方が共存共栄

していくといった方向性の方が、消費者の自律的な

サイバー上での行動を妨げることもなく、より実現

しやすいと考えられる。

2.4 経験財における情報の価値

消費者が購買選択を行う際の鍵となる要素（Key

Buying Factor、以下、KBFと略す）は、商品の機能

そのものや、個別のサービス内容ではなく、それら

の総体としての価値である（栗本、寺川、小林

（2001））。そして今日、Pine & Gilmore（1999）や

Schmitt（1999）らが指摘するように、そのような総

体としての価値のうち、商品やサービスを利用する、

あるいは、利用し続けることによってはじめて得ら

れる、すなわち経験によって得られる価値の重要性

が、商品やサービスを購入する前の状態で得られる、

明示的な価値に比して、高まっている2）。消費者の

感じる KBFが、物質的なものからソフト的なものへ

と移行し、商品やサービスの購入そのものではなく、

商品やサービスの利用によって実現される状態、例

えば、個性的なライフスタイルの実現といったこと

へと移行するといった文脈から、“経験価値”の重要

２）こうした経験価値は、マーケティングの領域におけるブランド・マネジメントの研究において、注目されている。例えば、コー

ヒー・チェーンを展開するスターバックスの生み出す顧客価値は、コーヒーそのものの味や値段というよりも、スターバックスを

訪れることによって得られる、店員や店の雰囲気などの総合的な体験であると指摘されている（Koehn（2001））。
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性が高まっているのである。すなわち、商品やサー

ビスに対し、消費者が感じる付加的な情報の価値が

高まることにより、明示的な機能や性能などで選択

される探索財が、経験財へと移行すると捉えること

ができる。

こうした経験価値の増大に伴い、消費者にとって、

商品やサービスの供給者からの情報だけでなく、商

品やサービスを利用した他の消費者の“経験”に関

する情報が、商品やサービスの選考において重要性

の高い情報となる。消費者は、他の消費者の経験情

報を求めることになるが、その手段として、リアル

の世界での情報交換では限界があり、効率的に情報

を入手できる手段として、Web上の掲示板などが有

用になる。企業と消費者との関係において、経験財

では、探索財と異なり、企業が商品やサービスに関

して発信する情報よりも、消費者のもつ情報の希少

性が増し、いわば、商品やサービスに関する情報の

非対称性の逆転現象が起こるため、探索財の経験財

化が進む状況においては、企業からではなく、消費

者どうしの情報交換を活発化させるビジネスモデル

が望ましいと考えられる。

2.5 情報財における信頼

サイバー上のビジネスにおいては、リアルのビジ

ネスに比して、取引相手について確認することが比

較的困難であるため、取引相手の信頼を確保できる

かどうかがビジネスの成否を握っているという点に

ついては、多くの指摘が行われている（Handy

（1999））。特に情報財においては、その経験財として

の特性から、入手する前の状態ではその価値がわか

らないため、情報財を入手するかどうかの判断を、

情報財の提供者自体の信頼の度合いが左右する。

そうした文脈から、サイバー上において情報を流

通・加工するサイトが果たすべき基本的な役割は、

情報に対する信頼の付与であるといっても過言では

ない。情報の流通・加工を行うサイトが提供してい

る価値は信頼であり、信頼がサイトのブランドを育

み、そのブランドがまたサイトの信頼性を増す。

ここで、信頼という言葉は、安心という言葉とは

異なる意味を持つ（山岸（1998））。すなわち、消費

者からの信頼を獲得し、ブランドを訴求させていく

ためには、サイトの運営者が誰であるかといった情

緒的な側面というより、消費者から見て、信頼を裏

切られると予測される確率を下げていくための、サ

イトの設計がより重要である。前項で述べたように、

経験財の選択において、消費者が求めているのが、

他の消費者の経験情報であるとすれば、サイバー上

では、リアルの世界と異なり、情報の発信者を確認

することが困難であるため、売り手の側の影響を排

除した、純然たる消費者の情報であると、消費者が

信頼できる仕組みを持つ情報サイトが、消費者を集

めることができるのである。そのためには、サイト

の中立性を確保し、サイトを通じて情報を収集ある

いは発信しようとする消費者に対して、サイトが共

通のオープンなルールを設定し、それに準拠して運

営していることを明確にする事が、信頼の源泉とな

る。

３ 理念型としての PAモデル

3.1 PAモデルの意義

本稿で提案している PAモデルとは、商品やサー

ビスの供給者と消費者との間における、情報の流通・

加工に関する、多層型のプラットフォーム間の連携

モデルである3）。

ここでいうプラットフォームとは、複数の消費者

や供給者が、情報の交換や商品・サービスの取引を

行える、サイバー上、あるいは何らかの方法でリア

ルと連携した、共通の“場”を表している。PAモデ

ルは、そうしたプラットフォームが、複数、ネット

ワーク状に連携することによって、１つのプラット

フォームでは実現できない競争優位性が創出される

ようなモデルを示している。

３）サプライ・チェーン・マネジメントの領域では、一般に、その対象を、生産者と消費者との間の物流、商流、および情報流の３

つに分類する（Simchi-Levi, et al.（2000））。本稿では、その中の情報流を中心に、議論を展開している。
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１）プラットフォームの意義

まず、なぜプラットフォームなのかであるが、先

行研究の考察から、情報財のビジネスにおいては、

情報財を囲い込むことによって、単純にその情報財

の取得に対して、対価を取るようなビジネスモデル

が、成立しにくいといえる。むしろ情報財を、消費

者あるいは供給者を吸引するために利用し、吸引さ

れた消費者や供給者の情報が新たな情報を生み出し

たり、商品やサービスなどの取引が行われたりといっ

たビジネスモデルの方が望ましい。プラットフォー

ム・モデルが想定しているのは、さまざまな主体が、

プラットフォームを通じて、情報を発信できる場を

提供することである。

情報のプラットフォームが、消費者を吸引するた

めには、商品やサービスの供給者が、情報をできる

だけ正確に、かつできるだけオープンにする必要が

ある。商品やサービスに関する情報を隠蔽すること

によって、消費者にとって不利な意思決定を促そう

としても、そうした意図は、時間とともに消費者間

で伝播し、消費者が離反することになる4）。インター

ネットの普及に伴う、消費者からの情報発信の方法

の多様化により、そうした消費者行動が加速されて

いる。むしろ、情報の非対称性をできるだけなくす

ように、消費者が望む情報を公開し、より豊富に、

より正確に提供することが競争優位の源泉となりう

る。

情報を探索しようとする消費者にとっての、情報

のプラットフォームの意義は、望ましい情報へのア

クセスが容易に行えることである。情報が氾濫して

いる環境下においては、効率よく情報を取捨選択し、

望ましい情報だけを収集することが求められる。す

なわち、プラットフォームの役割は、多様な情報の

発信源からの情報を集め、それらを、カテゴリー化

し、統一されたルールに基づいて整理していること

で、より豊富な情報の中から、求める情報を効率的

に収集できることにある。

情報を提供しようとする商品やサービスの供給者

にとっては、情報のプラットフォームの意義は、よ

り容易に情報を提供したい相手に出会えることであ

ろう。消費者の嗜好が細分化し、移ろいやすい環境

下においては、自らの商品やサービスに対して、よ

り価値を感じる消費者へ、より早く情報を提供する

ことが求められる。プラットフォームの役割は、多

様な消費者が情報を探索し、時に情報の発信を行う

ことにより、よりニーズとシーズのマッチング度合

いを高められることにある。独自に顧客を吸引して

囲い込もうとするモデルではなく、オープンなプラッ

トフォーム型のモデルにすることで、消費者から見

て、複数の供給者と比較し、選別をされることにな

るが、より多くの消費者の検討の俎上にのることに

より、結果的に多くの情報を提供でき、選ばれる機

会が拡大するのである。

また、プラットフォーム上で、供給者側が商品や

サービスを提案するだけでなく、消費者の情報探索

行動や、何らかの情報発信によって、既存の商品や

サービスが満たしていないニーズを見出すことが可

能である。プラットフォーム上では、そこでやり取

りされる情報が、シーズとニーズのギャップの認知

に基づく新たな価値創造を引き起こす。先行研究の

考察からもわかるように、特に経験財においては、

消費者の持つ商品やサービスに対する経験という情

報が希少性を持つため、こうした財では、プラット

フォーム上の消費者間のやり取りが、商品やサービ

スの伝播とともに、供給者側の新たな価値提案のきっ

かけとなりうるのである5）。

２）階層性の意義

次に、PAモデルが、１つのプラットフォームでは

なく、複数のプラットフォームの連携である点につ

いて述べる。

プラットフォームの連携のあり方について、商品

４）こうした現象は、ゲーム理論によって説明が可能である。

５）一方で、こうした消費者のコミュニティにおける発言が、直接的に商品開発に結びつくという議論が、特にマーケティングの領

域で行われているが、企業の新製品開発全般に直結するかどうかについては、大いなる可能性も持っているが疑問もある。コミュ

ニティにおいて、読むだけでなく、発言もしようとする消費者はごく限られることや、その文脈が、企業の戦略意図に沿って展開

するわけでもないことなどの課題が挙げられる。
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やサービスの供給者から消費者までの間の、垂直的

な階層における連携と、複数の商品やサービス間に

おける水平的な連携が考えられる。ここでは、垂直

的な連携について述べる。

①個人情報の秘匿性と信頼

まず、プラットフォームを含む、オープンなイン

ターネット上で情報をやり取りする場合の問題とし

て、情報を発信するセキュリティに関する問題があ

る。先行研究の考察からもわかるように、商品やサー

ビスに関する情報のうち、企業にとっても、消費者

にとっても、商品やサービスの表出的な機能などに

関する情報に比して、他の消費者が商品、サービス

をどのように利用し、どのように感じているか、と

いう、消費者が発信する情報を求めている。しかし

ながら、それは消費者個人の情報、個人のプロファ

イルに関する情報を含むものであり、それらは秘匿

性の高い情報である。

そうした、消費者個人の、秘匿性が高く、かつ希

少性が高い情報が、情報のプラットフォーム上で発

信される状況をつくりだすためには、消費者が個人

情報を発信しても良いと思える信頼が求められる。

そのためには、できるだけ商品やサービスの供給者

の意図が介入しない状況を、プラットフォーム上で

作り出す必要がある。すなわち、プラットフォーム

は、商品やサービスの供給者と消費者との間で中立

的で、独立性を確保することが望ましく、そのため

には、供給者側から情報発信を行うプラットフォー

ムと、消費者側から情報発信を行うプラットフォー

ムとは、別々のプラットフォームにするべきである。

その上で、消費者の自由な発言を妨げないようにし

つつ、また、供給者側の意図をも実現できるように、

双方のプラットフォームが連携しあうモデルが望ま

しい。

②消費者プラットフォーム層の特徴

PAモデルが想定している消費者プラットフォーム

は、インターネット上の消費者にとっての接点であ

るポータル、あるいは、各種の掲示板、消費者間の

コミュニティなどである。消費者プラットフォーム

における情報の収集、発信を行う主体は、プラット

フォームの主催者を除いて、消費者に限定され、そ

こで、消費者どうしによる、自らの経験や嗜好に基

づいた、価値の伝播や創造が行われる6）。

消費者は、それぞれが個別性の強い嗜好に基づい

て、できるだけ多種多様な情報の中から、自らの必

要とする情報を選択しようとする。消費者は、プラッ

トフォーム上の行動原理として、主体的な側面と、

受動的な側面を持つと考えられる。すなわち、消費

者は、プラットフォームにおいて、自らの好みに応

じた、他人とは異なる個性を重んじた情報の収集や、

発言を行おうとする側面とともに、多種多様な情報

の中から、多数派と思われる意見を発見し、同質化

することで安心感を得ようとするのである。

したがって、消費者にとって望ましい情報のプラッ

トフォームとは、商品のジャンルというよりも、自

らの嗜好やライフ・スタイルに応じて、それにふさ

わしい、あるいは同調したいとおもわれる、多種多

様な情報が、一元的に入手できるようなプラット

フォームということになる。

③供給者プラットフォーム層の特徴

一方、PAモデルが想定している供給者プラット

フォーム層とは、商品やサービスに関する情報を、

複数の供給者が発信するための“場”であるととも

に、それらがプラットフォームを通じて、多様な連

携を実現する“場”である。

商品やサービスを消費者に提供するバリュー・

チェーンには、さまざまなプレイヤーが関与してい

る。すなわち、商品やサービスのマーケティング、

企画、開発、生産、流通といった一連の主活動を行

うプレイヤーも、人事、会計といった支援活動を行

うプレイヤーも、それぞれがプラットフォームに参

画することを想定しており、プラットフォームがそ

うした多用なプレイヤーの水平的連携の場となりう

ることを意味している。また、商品やサービスの提

供は、サイバー上だけで完結するわけではなく、サ

６）本稿では、インターネット上の消費者コミュニティの持つ、リアルの世界におけるコミュニティとは異なる形成原理と、異なる

いくつかの特徴を前提にしている。それについては、拙稿（共著）（2002）を参照されたい。
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イバー上の活動と、リアルの活動とが、プラット

フォーム上で融合することを想定している。

さまざまな商品やサービスの供給者が、プラット

フォーム上で連携を行うことによって、それぞれの

組織に属する経営資源が、それまでにない結合をす

ることで、新たな価値を創造する可能性が高まる。

特に、インターネットの特性を活かすことで、時間

や空間の制約を超えて、多様な経営資源が連携する

ことが可能になる。

こうした商品やサービスの供給者どうしの連携に

対して、それぞれのプレイヤーは企業として、プラッ

トフォームに参画するかどうかを、最終的に費用対

効果で判断する。したがって、企業のプラットフォー

ムにおける行動原理において、効率性の追求に重き

が置かれることになる。効率性を追求するためにプ

ラットフォームが求められることは、曖昧性の除去

であり、ルールの明確化、簡素化である。

こうした企業としての効率性の追求と、消費者の

求める多様性の欲求とは、直結させることが難しい。

個々の企業が効率性を高めるために、スケールの拡

大を図りつつ、個々の消費者の多様な欲求をみたす

という矛盾する双方のニーズの折り合いをつけるの

が、間に入るプラットフォームの存在意義となる。

プラットフォームには、個々にはそれぞれ競合す

る企業を含むことも考えられるが、多彩な企業が参

加することにより、情報の量、質が拡大、向上し、

結果としてプラットフォーム全体の価値が高まる。

個々の企業にとっては、プラットフォーム上で協調

しつつ、その他の部分で競争するという関係が成立

するのである。

④プラットフォーム・アライアンシング戦略の利点

PAモデルにおいては、２つの異なる目的、性格を

持ったプラットフォームの連携を前提にしている。

１つは、消費者のためのプラットフォームであり、

企業の論理を排除し、消費者どうしが求める情報を

収集あるいは発信することを支援する“場”である。

もう１つは、供給者のためのプラットフォームであ

り、バリュー・チェーンを構成する多様な企業が参

加し、それぞれがプラットフォームを通じて、スケー

ルを拡大し、効率性を高めようとする“場”である。

消費者プラットフォームだけでは、プラットフォー

ムを通じて、消費者が求める商品やサービスを提供

することができないという点のほか、商品やサービ

スを供給する側に対するパワーを持ち得ない点に注

目する必要がある。消費者プラットフォームにおい

て、何らかの商品やサービスに関する情報を発信す

る場合、回り回って自らが得になるような、何らか

の見返りを期待していると考えると、そうした発言

を促進するためには、流通の仕組みとの結合が必要

になる。こうした流通の仕組みとして、また、プラッ

トフォームが有効であるというのが、PAモデルの趣

旨である。

ここで、消費者のプラットフォームで取り交わさ

れる情報の性格は、アナログ的な性格が強い。個々

の消費者のもつパーソナリティや経験に、情報の内

容が大きく依存し、また依存の度合いが大きいほど、

情報としての希少性が高まり、情報を受け取る側に

とっての価値が高まるのである。消費者どうしのや

り取りする情報は多義的であり、発見的、創造的な

情報が重視される。

一方、供給者のプラットフォームで取り交わされ

る情報の性格は、デジタル的な性格が強い。情報は

あいまい性を排除し、事実を性格に表現しているこ

とが望ましい。多義性を含む、あるいは必要な項目

が抜け落ちているような情報は、受け取り手にとっ

て価値が低い。

このような、性格の異なるプラットフォームを、

１つのプラットフォームの主体で実現することは、

それぞれの論理が相矛盾するために難しい。１つの

企業が、垂直統合的に消費者寄りのプラットフォー

ムと供給者寄りのプラットフォームを実行しようと

するより、複数のプラットフォームの主体がアライ

アンスをする方が、それぞれにプラットフォームの

利点を拡大していけることになる。

３）ネットワーク型の意義

PAモデルは、プラットフォームの連携という理念

モデルであるが、連携の方向性として、垂直方向の

連携の次に、以下、水平方向の連携について述べる。

①多様性の確保

水平方向の連携とは、複数の消費者プラットフォー
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ム間、あるいは複数の供給者プラットフォーム間の

連携をさす。

１つのプラットフォームが多種類の商品やサービ

スを取り扱おうとすると、消費者にとって、そのプ

ラットフォームの趣旨が曖昧になり、そのプラット

フォームで情報を収集、あるいは発信することに対

して、期待をしにくくなる可能性がある。また供給

者にとっても、商品やサービスによって、特性の違

いがあり、一律のルールでそうした異なる商品やサー

ビスを取り扱おうとすることで、効率性を低下させ

る可能性がある。

一方で、消費者の欲求は、商品やサービス別とい

うよりも、往々にして、商品やサービスを利用しよ

うとする生活シーンに基づいている。すなわち、消

費者のニーズとして、別々ではあるが関連する商品

やサービスを、同時に組み合わせて比較検討の俎上

にのせられることが、利便性を高めると考えられる。

そうした関連する商品やサービスを取り扱う、別々

のプラットフォームの主体どうしが連携することに

よって、それぞれのプラットフォームが望ましい運

営を行いつつ、全体として、消費者に対する多様性

を確保し、消費者へ統合的な価値を提案することが

可能となると考えられる。

②ハイパーリンク構造による自律的進化

消費者のニーズは固定的ではなく、より多様性を

増し、しかも移ろい易い。また、商品やサービスも、

厳しい競争を通じて、日々進化し、日々新たな商品

やサービスが生まれている。そして、このように、

需要側、供給側とも変化を続けていくのに対応して、

プラットフォームが、消費者や供給者をひきつけ続

けるためには、いったん成立したプラットフォーム

も、常に進化し、新たな商品やサービスを取り込ん

でいくことが求められる。

しかしながら、プラットフォームは、その運営者

の認知限界を超えて進化することは難しく、一つの

プラットフォームの進化には限界がある。そこで、

プラットフォームが進化のしやすさを確保するため

に、プラットフォームの連携によって補完し合い、

かつその間の関係が可変的であることが望ましい。

プラットフォーム自体も、内容面でも、技術面でも、

常に進化するとともに、連携によって、それらの組

み合わせ方もまた進化し、結果として、プラット

フォームが全体として自律的に環境適応をすること

ができるのである。

3.2 PAモデルにおける競争優位の源泉

次に、PAモデルの、他のビジネスモデルにない競

争優位性について考える。

PA モデルに関係する主体は、消費者プラット

フォーム層で情報を発信・収集する消費者、供給者

プラットフォーム層で情報を発信・収集する企業、

そして、プラットフォームの主催者である。プラッ

トフォームの主催者は、多様な消費者や企業を束ね

て、それらに対する価値を創造し提供する、モデル

全体のプロデューサーの役割を果たしている。PAモ

デルの競争優位の源泉となるのは、消費者の情報、

企業の情報、そしてプロデューサーの存在である。

（図１） Platform Allianceモデル
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１）消費者情報による競争優位性

PAモデルにおける、第一の競争優位の源泉は、希

少性の高い消費者の情報である。企業の論理を排除

することによって、消費者プラットフォーム層での情

報を収集しやすくし、消費者プラットフォーム層に、

希少性の高い消費者の情報を蓄積すればするほど、

その蓄積された情報が消費者を吸引することになる。

このようにして、消費者プラットフォーム層において

は、強くネットワークの外部性がはたらくのである。

消費者プラットフォーム層に集約される消費者に

対して、消費者の購買行動を支援するべく、多様な

供給業者を比較検討できるような、供給者プラット

フォーム層に連携させることができれば、消費者の

主体的な選択と、企業の戦略的意図との両立を図る

ことが可能となる。すなわち、消費者はあくまで中

立的なプラットフォーム上の情報に基づいて購買・

選択の意思決定ができ、結果として集約された消費

者が、供給者プラットフォーム層に参加する企業群

にとっても顧客候補となるのである7）。

また、ネットワーク型にプラットフォームが連携

できれば、消費者の購買選択行動における利便性と、

企業側のクロス・セリングという意図とが両立しう

る。また、既述のように、開発に必要なニーズとシー

ズのギャップを発見するマーケティング情報として

も有用である。

消費者どうしのサイバー上でのやりとりは、それ

だけでは、企業にとってほとんどの場合に意味も持

たないし、消費者から見ても企業に対する何らかの

パワーも持ち得ない。一方、企業が主体となった流

通システムの中に、消費者を取り込むことは、重要

度の高い課題であるにもかかわらず、限界がある。

まさに、双方を連携させることが、競争優位の源泉

となるのである。

２）供給者プラットフォームの競争優位性

供給者プラットフォームの競争優位の源泉は、複

数の企業の情報連携にある。複数の企業の情報の連

携がもたらす競争優位性について、以下のような点

を挙げることができる。

①企業間の協調によるスケール・メリット

まず、個別の企業ごとに行っている、対消費者の諸

活動を集約できれば集約できるほど、結果としてス

ケール・メリットを享受することができる。対消費

者の情報発信活動では協調し、より多くの消費者に

対して情報発信を行いつつ、その中で選別されるよ

うに、情報の中身で差別化を図ることが可能となる。

②分散した情報の連携による価値創造

また、個別の企業が、消費者に対して価値のある

情報を発信し続けるには、量的な限界があるが、複

数の企業からの情報を選択し、組み合わせることに

よって、消費者にとっての情報の価値を増大させう

る。例えば、特定の地域に関するさまざまな情報を

集めたい消費者や、特定の商品やサービスに関する

情報を、幅広いブランドで比較したい消費者にとっ

て、情報の組み合わせ方が、新たな価値となりうる。

③新たなブランドの付与

特に、個々の企業が消費者を自力で吸引するだけ

のブランド力を持っていない場合に、こうしたプラッ

トフォーム自体がブランドを形成し、個々の企業が

そこに参画することで、プラットフォームとしての

ブランドを利用することが可能となる。これは例え

ば、リアルの世界におけるフランチャイズ方式にお

いて、個々の企業が独自のブランドを持たず、フラ

ンチャイザーの提供するブランドを利用するケース

の類型と考えることができる。

３）プロデューサー

次に、プラットフォームを基に、新たなビジネス

を創造するプロデューサーの競争優位性についての

べる。プラットフォームの主催者であるプロデュー

サーは、プラットフォームを通じて、新たな消費者

に対する価値を創造し、供給者を束ねる、ビジネス

モデル全体の要であり、プロデューサーのナレッジ

が、競争優位の源泉となる8）。

７）ここでは、国領（1999）の購買代理業モデルに関する議論に立脚している。

８）サイバー上のプラットフォームにおけるプロデューサーの、どのような役割やそれを実現する能力が、競争優位性の源泉になる

か、という議論については、拙稿（共著）（2002）を参照されたい。
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優れたナレッジを持つプロデューサーが、そのナ

レッジを活かしつつ、早期に、効率良く、ビジネス

モデルを実現するためには、他の様々な企業との連

携が有効である。プラットフォーム・モデルは、そ

うした他の経営資源の連携を実現しやすいモデルで

あると指摘できる。

競争優位性の高いビジネスモデルを構築するには、

ビジネスモデルの構想に適した外部資源と連携して

いく必要があり、そのための吸引力が必要である。

リアルのビジネスにおいては、土地や設備、あるい

はそれらに関連する技術などが吸引力になるが、サ

イバー上のビジネスにおいては、ナレッジが吸引力

となる。ここで、ナレッジは、具体的には、ビジネ

スのビジョンであるとか、連携のルール作りの巧拙

などに表出される。優れたビジョンが多様な外部の

経営資源をひきつける吸引力となり、互いの関係を

規定するルールを明確にすることで、信頼の構造を

作り上げていくことが、連携の発展の原動力となる

のである。

最後に、PAモデルについて、競争優位性の観点と

あわせて、社会全体の資源配置の観点に、若干触れ

ておきたい。新たなプラットフォームに基づいたビ

ジネスモデルの創造について、既存のビジネスモデ

ルに取り込まれているがゆえに、有効活用されてい

ない経営資源を再編し、新たな価値を創造しうると

いう意味での、社会的意義を指摘できる。ベンチャー

企業にとっては、プラットフォームを運営する新た

なビジネスモデルによって、少ない資本でビジネス

を展開することが可能となる。一方で、個々には十

分に活用されていないような情報が、プラットフォー

ムにのることで価値を増すとともに、その情報を提

供している個々の企業が、新たな社会的価値を生み

出すビジネスモデルに組み込まれることで再活性化

されうるといえる。

４ 事例研究

PAモデルが有用であると想定している商材は、既

述の通り、経験財であり、情報財である。商品その

ものの機能よりも、利用方法に関する情報が、より

消費者にとって価値を増していくと考えると、PAモ

デルの有効となる対象は拡大すると考えられる。

ここでは、事例として、化粧品の流通に関するサ

イバー上のコミュニティ・ビジネスである、@コス

メ（http://www.cosme.net/）を取り上げる。化粧品そ

のものではなく、化粧品の流通に関する消費者の情

報が、情報財としての価値を持ちうるという視点で、

以下、述べていく。

①化粧品の商品特性と流通市場

化粧品は、基礎化粧品の類か、有色かといったこ

とによって趣は変わるものの、基本的にいわゆる“夢

を売る商品”であり、商品の原価に占める原材料費

などの割合に比して、宣伝・広告費の割合が大きい。

言い換えれば、商品としての化粧品の価値は、宣伝

や広告などといった情報によって、多くの部分が形

成されていると指摘できる。

また、化粧品は一般的に、長期間にわたって使っ

てみてはじめて、肌との相性であるとか、美容効果

といった化粧品の効果が明らかになってくるという

特徴を持っている。こうした化粧品の効果は、成分

等からでは容易に判断が付かないため、探索財では

なく、経験財に分類することができる。

化粧品のこうした特長から、特に大手の化粧品メー

カーでは、化粧品の販売について、対面販売による

カウンセリングを前提にしている。

しかしながら、化粧品の販売側の行うカウンセリ

ングは、当然、自社商品を買わせよう、自社商品の

中でもより高価なものを買わせよう、という動機に

基づいて行われると考えられる。一方、消費者側は、

より自分のニーズにあった商品を探索しようとして

いると考えられるので、販売側のカウンセリングに

おける情報が、消費者側が求めている情報と一致し

ないこともありうると考えられる。少なくとも、消

費者側の立場から見れば、無理に高い商品を買わせ

ようとしているのではないか、という疑念を持つ可

能性がある。

したがって、以上のような化粧品の経験財として

の特性から、消費者にとって、販売側ではなく、他

の消費者の商品に関する経験情報が、購買するかど

うかを左右する重要な情報となり、いわゆる消費者
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どうしの口コミ情報が、KBFになるのである。

②@コスメのビジネスモデル

@コスメは、株式会社アイスタイル社（http://www.

istyle.co.jp/）が運営する、インターネット上のコミュ

ニティ・サイトである。現在、20代から30代前半の

女性を中心に、かなりの化粧品の購入者が、実際に

購入する前に、このサイトを確認するといわれてい

る。アイスタイル社の発表によれば、2002年10月末

現在で、月間訪問者が30万人、PV（Page View）数

は月間2,000万となっている。

@コスメ自体は、その運営ルールとして、メーカー

その他の供給者側の発言を許しておらず、口コミと

して書かれている情報は、全て消費者によるもので

ある、という状況を作り出している。発言の中に、

メーカーなどへのリンクが書かれている場合は、該

当部分が運営者側によって削除されるなど、発言か

ら、メーカーの影響を排するように工夫が施されて

おり、こうした工夫が、これだけ多数の消費者を吸

引している成功要因であるといえる。

また、発言の形式についても特色があり、発言を

掲示板に書き込む形式であり、消費者同士が互いに

やり取りする、チャットその他の形式を取っていな

い。消費者間のコミュニティ・サイトにおける、消

費者どうしのやり取りが、往々にして、発言者以外

にとっては、無意味な情報の羅列になりがちである

のに対して、@コスメの発言が、消費者にとって利

用しやすいものになっていることも、コミュニティ・

サイトとしての成功要因といえる。

@コスメの、現時点における収益モデルの中心は、

サイトを利用する消費者から収益を得ようとするも

のではなく、サイト上での発言を利用した、メーカー

に対するマーケティング情報の提供である。@コス

メを運営するアイスタイル社のサイトによれば、現

在提供しているサービスは、①プロモーション・サー

ビス、②マーケティングリサーチ・サービス、③口

コミ分析サービス、④販売支援型サービス（cosme.

com）の４種類である。この内、①～③までが、メー

カーや流通業者に対する情報提供であり、最後の④

は、消費者向けの ECサイトである。ECサイトは口

コミのサイトは別のサイトになっている。

このように、化粧品に商材を絞り込みつつ、それ

に関する多様なビジネスを展開している。その中で、

上記の４つのサービス以外に、もう１つ注目される

のが、流通業者との連携である。

化粧品の流通業者は、百貨店やスーパー、専門店、

などが中心である。こうした流通形態の中で、特に

中小の化粧品の専門店は、大手のチェーン店との価

格競争の影響のほか、昨今、コンビニエンス・スト

アが、特に低価格品を中心に、シェアを拡大しつつ

あるなど、経営環境が厳しくなっている。こうした

専門店を連携する全粧協（全国化粧品小売協同組合

連合会）では、厳しい経営環境を打開する方策の１

つとして、流通主導のプライベート・ブランドのキ

リョウの発売を企画し、このプロモーションについ

て、アイスタイル社と提携している。

アイスタイル社は、このプライベート・ブランド

に関する提携に際し、@コスメの中に、全国の取扱

店舗情報を検索できる店舗データーベース「全国街

のお化粧品屋さんマップ」をオープンし、初期導入

時の参加店舗数は全国1600軒、その後、4000軒を見

込んで展開している。

この、全国街のお化粧品屋さんマップ（http://www.

cosme.net/cosme/html/frame/f_map.html）と名づけら

れたサイトでは、消費者が希望の地域、取り扱いブ

ランド、サービス内容などから、目的にあった店舗

情報の検索が可能なほか、参加店舗は掲載内容を任

意に修正・更新できるため、店舗紹介やセール情報

などをタイムリーに情報発信することが可能になり、

各店舗独自のホームページとしての役割も果たして

いる。

このように、単にキリョウのプロモーションとい

う関係だけでなく、@コスメで購入したい商品を決

定した消費者が、続いて、専門店の情報を探索し、

比較検討をした上で、実際の購買行動に移っていく

といった流れができている。また、中小の専門店に

とっては、独自で収集するのは難しい、消費者の購

買動向に関する情報の収集が、アイスタイル社との

連携によって、実現できることになる。

前項で述べたように、化粧品の価値が情報によっ

て形成されているとすれば、その情報は、期待感と
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表現することができるであろう。そうした期待感を

形成するのは、メーカー側の宣伝・広告によるとこ

ろと、消費者の口コミによる部分とに分かれると考

えられる。そして、これから注目される点として、

インターネットの普及に伴い、消費者間のサイバー

上での情報交換が盛んになると、化粧品に関する価

値の源泉が、メーカー側によるものから、消費者側

に移っていく可能性が想定される。

そのような想定から、今後の化粧品の流通を考え

ると、メーカーが莫大な宣伝広告費を投入し、商品

を浸透させていくようなモデルではなく、消費者が

基点となった流通のビジネスモデルの可能性が見え

てくる。この事例における、アイスタイル社と全粧

協との関係に関する今後の展開として、@コスメを

通じて発信される消費者の要望に基づく化粧品の開

発から流通、販売まで、一連のバリュー・チェーン

が、この両者の連携で実現される可能性も想定され

るのである。

こうした、コミュニティ・サイトと流通業者との

連携を、本稿の主張する PAモデルに当てはめると、

図２のように表すことができる。
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